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 『「働き手」人口の 5 割を切る』という見出しが 2011 年 7 月 24 日の日本経済新聞朝刊に
踊った。平成 22 年度の国勢調査抽出速報1によると、日本の 65 歳以上人口は平成 17 年度に
比べ 14.1%増加し、総人口に占める割合は 20.2%から 23.1%に上昇している。一方、15 歳未
満人口は平成 17 年度と比較すると 4.1%の減少を示しており、その総人口に占める割合も
13.8%から 13.2%に低下している。日本の 65 歳以上人口の割合は世界で最も高い水準であり、
15 歳未満人口の割合は世界で最低の水準である。2010 年の総人口は 5 年前に比べて 0.2%増
加したが、労働力人口は同時期に 300 万人減少している。20〜30 歳代の働き盛りの人数が
250 万人減ったことが大きな理由だという。景気が低迷している現時点では、企業の雇用意
欲も高くはなく、むしろ若者の失業が問題となっている。しかし、景気が回復に転じれば、
                                                        
1 総務省統計局 























 構成は以下の通りである。第 2 章で女性労働力を取り巻く環境の移り変わりを歴史的に考


















サービス業での需要が増加している。昭和 55 年度の労働白書によれば、昭和 40 年から 46













 グラフ 1 は労働力人口に占める女性の割合の推移を表している。昭和 60 年度は 39.7%だ
ったものが平成 20 年度は 41.5%、平成 21 年度には 41.9%と右上がりに大きく上昇している
ことが分かる。次にグラフ２は女性の年齢階級別労働力率3を平成 11 年度と平成 21 年度で
比較し示したものである。20 代後半から 30 代後半の女性が結婚や出産を迎える時期に、仕
事を離れるであろうことを示す、一般にもよく知られている M 字型カーブを確認することが
できる。ただ、20 代後半から 30 代後半の落ち込み幅が小さくなっていることに注目すべき
である。25 歳〜29 歳では平成 11 年には 69.7%だった労働力率が平成 21 年には 77.2%に、
30 歳〜34 歳の階級では 56.7%から 67.2%と 10%以上もの上昇がみられる。これは仕事を辞
めたり中断する人の割合が減っているということである。M 字カーブの谷が 30 歳〜34 歳の
階級から 35 歳〜39 歳の階級にシフトしていることも特筆すべきことである。女性の晩婚化
により出産の時期が少しずれ込んだために表れた数字と理解することもできる。平成 11 年
度と平成 21 年度の両グラフを比較すると、15 歳〜19 歳と 65 歳以上の区分を除けば、すべ
ての階級で 10 年前より数値が上がっていることを確認することができる。労働力人口につ
いては、2010 年度の国勢調査の速報からも全体的には労働力人口が減少している中で、女性 
                                                        
2 高橋久子編『変わりゆく婦人労働』昭和 58 年、有斐閣 
3 平成 17 年からの算出方法：労働力率＝「労働力人口」÷「15 歳以上人口（労働力状態不詳を除く）」×100(労働力
状態不詳を「労働力人口」(分子)、「15 歳以上人口」(分母)の双方に含めない。) これまでの算出法：労働力状態不
詳を含む。 








 グラフ 3 は就業希望者の男女別年齢階級別内訳を表す。就業を希望している者は男性より






































                                                        
4 「男性雇用者と無業の妻からなる世帯」とは、夫が非農林業雇用者で、妻が非就業者（非労働人口及び完全失業者）
の世帯、「雇用者の共働き世帯」とは、夫婦ともに非農林業雇用者の世帯をいう。 
計 15〜24 25〜34 35〜44 45〜54 55〜64 65〜
女子 345 61 84 100 46 38 16










































 グラフ 6 は実収入に占める世帯主の配偶者収入（うち女性）の割合を示したものである。
家計の収入の中で世帯主の配偶者（うち女性）が占める割合は 1965 年に 4.3%だったものが




                                                        












































































































偶関係別就業者数(2009)7をみると、未婚の場合は週に 35 時間以上働いている人が、週 0〜
34 時間労働の人の 2 倍以上であるが、配偶者ありの人に限ると、週 0〜34 時間労働の人数
                                                        























 平成 19 年度の厚生労働省の調査9によると、正社員以外の労働者を活用する理由の第 1 位
は「賃金の節約のため」、第 2 位は「1 日、週の中の仕事の繁閑に対応するため」とある。非





 次に賃金の格差11をみる。男性一般労働者の給与水準を 100 とすると女性一般労働者のそ
れは69.8である。1時間当たりの平均所定内給与額の差をみると、男性一般を100とすれば、
男性短期は 54.8、女性短期では 49.1 となり、驚くべき事にその差は倍以上もあり、大きな
差を確認することができる。小倉(2004)12、労働政策研究・研修機構(2010)13は、男女賃金格
                                                        
8 労務行政「労務統計年報」2009 
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差の原因は職種、階級、勤続年数等様々な要因が影響していると指摘している。 
 第 3 章でみたように、女性特有の離職理由として、結婚・出産・介護などの「個人的理由」
が挙げられている。では、実際に企業は女性労働者へどのようなサポートをしているのであ
ろうか。グラフ 8 は平成 22 年度の育児休業制度の規定がある企業の割合を業種別に示して
いる。女性労働者の多い産業14は、卸売・小売業(21.2%15)、医療・福祉(19.7%)、サービス業16 
(15.3%)という順になっており、近年、医療・福祉に従事する女性が増える傾向にある。これ





                                                        
14 総務省「労働力調査」平成 23 年度 






















「短時間勤務制度」が平成 20 年度には 38.9%だったものが、平成 22 年度には 54.3%と改善
がみられ、「育児の場合に利用できるフレックスタイム制度」は 7.8%から 14.0%とこちらも










業所では平成 22 年度に「育児休業制度規定あり」が 100%となっている。しかし、5〜29 人
規模の事業所では平成 20 年度の 56.5%から平成 22 年度に 63.3%に改善されたとはいえ、依
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然として低い数値である。女性労働者のうち 500 人以上規模の事業所で雇用されている者の





グラフ 9は育児休業取得率の推移18を表している。平成 8年度には女性の取得率でさえ 49.1%
であったものが、平成 20 年度には 90.6%を超えるようになり、育児休暇の取得がかなり浸
透してきたと考えられる。ただ、景気の低迷のためか平成 20 年度をピークに取得率は下が
り、平成 22 年度は 83.7%となっているのは注視すべき点である。「育メン」という言葉が流








                                                        
18 育児休業取得率＝[出産者のうち調査時点までに育児休業を開始した者(開始予定の申し出をしている者を含む)の
数]÷[調査前年度 1 年間の出産者（男性の場合は配偶者が出産した）数] 























定があるのは、卸売・小売業で 60.0%、医療・福祉で 71.7%、宿泊業・飲食サービス業で 52.8%、
そして生活関連サービス業・娯楽業では 62.9%となっている。介護休業制度の「規定あり」













1000 万円以下の場合、妻の収入が 141 万円までなら配偶者特別控除が夫の所得金額に応じ
て段階的に適用される21。さらに夫が給与所得者の場合の妻の社会保険制度にも注意が必要










                                                        
21 諏訪園健司『日本の税制 H22 年度版』日本経詳報社 参照。 
22 厚生労働省「平成 18 年度パートタイム労働者総合実態調査」。5 年毎に実施。 





















 うち          
夫婦のみ 
         
夫婦と親    
夫婦と子供 
末子 6 歳未満    
夫婦、子供と親 
末子 6 歳未満 
1 位 福井県 1 位 鹿児島県 1 位 秋田県 1 位 沖縄県 1 位 山形県 
2 位 山形県 2 位 北海道 2 位 山形県 2 位 大阪府 2 位 新潟県 
3 位 石川県 3 位 東京都 3 位 島根県 3 位 埼玉県 3 位 福井県 
4 位 富山県 4 位 山口県 4 位 岩手県 4 位 神奈川県 4 位 秋田県 




 では、妻の有職率第 1 位の福井県の女性の働き方はどのようになっているのだろうか。平
成 22 年福井県労働状況調査年報23による年齢階級別の労働力人口24をみると 45 歳以上、55
歳以上、65 歳以上の全ての階級で全国平均を上回っている。特に 35〜44 歳の女性の労働力
                                                        
23 福井県総合政策部制作統計課 平成 23 年 5 月 
24 平成 22 年福井県女性の労働力人口の年齢階級別割合は、45〜54 歳 21.7%（全国 20.2%）、55〜64 歳 20.0%（全国




といえよう。3 世代以上世帯の一般世帯に占める割合が高い県は、1 位山形県、2 位福井県、
3 位富山県となっている。1 世帯あたりの延べ床面積が比較的広い県が上位を占めていると考
えられるが、妻の有職率ランキングの上位とほぼ同じ県の名前が挙がっている。従業者の週
間就業時間をみると、35 時間以上の女性の割合が福井県は 63.2%と全国平均の 55.6%に比べ








は平成 7 年度 25.6%だったものが、平成 22 年度には 31.2%27となっており、夫婦と子供から
成る世帯(28.7%)を上回るようになっている。一方、65 歳以上世帯員のいる一般世帯に占め
る 3 世帯の割合をみると、平成 7 年度の 34.1%から平成 22 年度には 17.2%と大幅に減少して 
 
 
                                                        
25 厚生労働省「保育所の状況について」平成 20 年 4 月 1 日現在。 
26 寺村絵里子・佐野潤子・永瀬伸子(2011)「保育園及び学童保育の利用状況と満足度 第一子年   
齢と地域別にみた分析」『仕事と生活に関する女性 WEB 調査報告書』 
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いる。しかし、近年同居という形態はとらずに、自分の親や配偶者の親の近くに住む子育て
世帯が増加している。野村総合研究所の「生活者 1 万人アンケート」によると、既婚の 29
































29 国土交通省国土計画局の資料によると 2006 年度の既婚者の「近居」は約 52% となっている。 


































書− 「女性の仕事と家庭生活に関する研究調査」結果を中心に—』調査研究報告書 No.157 
日本労働研究機構。 
諏訪園健司『日本の税制 H22 年度版』日本経詳報社 pp.78-80。 
中野麻美(2006)「非正規労働者の権利の現状と課題」『女性労働研究 均等法改正で平等は
可能か』49 号。pp.53-59。 
132 Journal of the Faculty of Economics, KGU, Vol.21, No.1, September 2011 
的場康子(2011)「子育て期の女性の就業意識−小学生以下の子供のいる女性のワーク・ライ

























福井県総合政策部制作統計課「福井県労働状況調査年報 平成 22 年度」 
野村総合研究所「生活者 1 万人アンケート」2009 
